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研究成果の概要（和文）：本研究では、子どもの将来について不確実性がある状況における出生選択モデルを構
築し、賃金格差の変化が出生行動に与える影響について分析した。主要な結果は、(i) 親がリスク回避的であれ
ば、賃金格差の拡大が生じると、子ども数は減少すること、(ii) 親が慎重であれば、賃金格差の拡大が生じる
と、質と量の相互作用により教育水準は上昇し子どもの数は減少すること、である。さらに、アメリカのセンサ
ス・データを用いてモデルの妥当性を検証した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we constructed a model of fertility choice under uncertainty 
about the future of children and examined the effect of wage inequality on fertility. We obtained 
the following results: (i) With risk-aversion, rising wage inequality induces parents to have fewer 
children. (ii) With prudence, rising wage inequality induces parents to educate children more, 
enhancing the effect of decreasing fertility through the quantity-quality interaction. In addition, 
we tested the validity of the model using U.S. census data.

研究分野：経済政策

キーワード： 出生率　賃金格差
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１． 研究開始当初の背景 
 

 所得格差の変動は、貧困の発生や経済成長
過程と関係が深いこともあり、幅広い分野の
研究対象として常に大きな関心が寄せられ
てきた。また、出生・教育行動の変化も一国
の人口や年齢構成の変化などを通じて経
済・社会に大きな影響を与えるため、これま
でに多くの分析がなされてきた。経済学的な
アプローチに基づいた分析に限ってみても、
所得格差や出生率の変動メカニズムの解明
を試みた研究については枚挙に暇がないが、
その多くは両者を別々の現象として扱った
ものであり、相互関係について分析を行った
研究はそれほど多くない。 
 しかし実際には所得格差と出生・教育行動
が独立した現象であるとは考えにくい。例え
ば、所得格差の拡大は、政治過程による政策
決定に影響を及ぼすことを通じて各家計が
選択する子ども数や教育量に影響を与える
だろうし、子どもが直面することになる所得
分布に関心を持つ利他的な親は、所得分布の
変化に応じて出生・教育行動を変化させるだ
ろう。一方、各家計の出生・教育行動の変化
は、自分たちおよび子どもたちの所得を変化
させるので、現在と将来の所得分布を変化さ
せることになる。さらに、そのような所得分
布の変化から家計の行動へのフィードバッ
クも存在する。このように考えると、出生・
教育行動を明示的にモデル化し、異質的な家
計の出生・教育行動と経済全体の所得分布の
関係を分析することができる枠組みを構築
することは、経済学研究において重要な課題
であると言える。 
また、現在多くの先進国では所得格差の拡
大と少子高齢化の進行に対する懸念が強ま
り、それに対して政策的にどのように対応す
べきかが大きな問題となっている。各家計の
出生・教育行動の変化が経済全体に与える影
響、そうした経済環境の変化によって生じる
さらなる行動の変化を分析することは、単な
る理論的な関心にとどまらず、現実的にも非
常に重要な課題である。 
以上のような理論的な関心と現実経済に
おける重要性の両方が本研究を進める動機
となっている。 
  
 
２． 研究の目的 
 
１で述べた背景に基づき、所得格差と家計
の出生・教育行動の関係について理論的・実
証的に明らかにすることが本研究の目的で
ある。より具体的には、次のように述べるこ
とができる。 
 所得格差と家計の出生・教育行動の関係を
分析した理論研究としては de la Croix and 
Doepke (2003)がよく知られているが、de la 
Croix and Doepke (2003)のモデルは不確実
性が存在しないという点で所得格差と出

生・教育行動の関係を扱うモデルとしては不
十分である。自分の子どもが所得分布のどこ
に位置するかがある程度確率的に決定する
とすれば、所得格差の拡大は子どもの質に関
する不確実性の拡大を意味していると解釈
することができるため、所得格差と出生・教
育行動の関係を分析するためのモデルには、
そのような不確実性のある環境下での意思
決定を組み込む必要がある。 
子ども数の選択に関する意思決定モデル
は既に数多く存在するが、子どもに関する不
確実性が存在する環境の下で意思決定を行
うモデルはそれほど多くはない。これは、こ
の分野のほとんどの先行研究においては、子
ども数が連続的な変数として扱われている
ために、各家計にとって自分の子どもの将来
に対する不確実性が事実上存在しなくなっ
てしまうためである。 
そこで、本研究では、子ども数に整数制約
を課し、子どもの将来に不確実性が存在する
ような状況における意思決定をモデル化す
ることを目的とした。さらに、モデルから導
かれる仮説を実証的に検証することを目指
した。 
 
 
３． 研究の方法 

 
(1) 理論分析 
  
ゲイリー・ベッカーの先駆的な業績

(Becker, 1960)以来、家族の経済学において、
親が子どもの数を選択する際に子どもを耐
久消費財としてとらえることは標準的な仮
定となっている。このとき、親の選択する子
どもの数は、親の賃金、子どもの養育費用、
子どもに対する選好など、さまざまな要因の
影響を受ける。子どもの将来が親にとって不
確実な状況においては、子どもをリスクのあ
る耐久財とみなすことができる。賃金格差を
労働市場の不確実性を表す代理指標ととら
えると、子どもが将来直面する賃金分布の分
散もまた、親の出生選択に影響を与えるもの
と考えられる。このような考えに基づき、格
差と出生行動の関係を分析する新たな理論
モデルの構築を試みた。主要な仮定は次の通
りである。 
 
① 子どもの数は非負の整数である。 
② 親は子どもの数と質から効用を得る。 
③ 子どもの実現するパフォーマンス水準
は親にとって不確実である。 
④ 親は子どものパフォーマンスに対して
リスク回避的である。 
 
分析にあたっては、まず子ども数の決定の
みを考慮した基本モデルを構築した。続いて
質・量モデルに拡張し、親が子どもの数だけ
ではなく、子どもの教育も選択する状況を考
えた。 



 
(2) 実証分析 

 
理論分析の結果を検証するため、アメリカ
のセンサス・データを用いた実証分析を行っ
た。 
労働市場は労働者の特徴によってある程
度分断されているので、親は自身の子どもが
属するであろうグループ内の賃金格差の変
化に強く反応するものと考えられる。本研究
では、地域（経済圏）、人種、学歴の 3 つの
要素で労働市場を定義し、この労働市場内の
賃金格差と出生数の関係について分析した。 
具体的には、IPUMS（Integrated Public 

Use Microdata Serie) の個票データを用い
て労働市場ごとに出生や賃金分布に関する
変数を算出してパネル・データを作成し、賃
金格差の拡大が出生率に与える効果を推定
した。 
 
 
４． 研究成果 
 

(1) 理論分析 
 
 子ども数の決定のみを考慮した基本モデ
ルにおいては、賃金分布の平均保存的拡散が
生じると、リスク回避的な親はより少ない子
どもしか持たなくなるという結果が得られ
た。これは、賃金格差の拡大により、追加的
な出生から得られる限界期待効用が減少す
るためである。 
 質・量モデルの分析結果は、親が慎重
(prudent)であるかどうかに依存する。賃金
分布の平均保存的拡散が生じると、出生の限
界便益は基本モデルにおいてと同様に減少
する。一方、教育の限界効用は親が慎重であ
る場合に増加する。このような子どもの質と
量の限界便益の変化の関係により、慎重な親
は賃金格差が拡大すると子どもの数を減ら
し教育を増やそうとする。 
以上の理論分析の結果は、次のようにまと
めることができる。 
 
① 親がリスク回避的であれば、賃金格差
の拡大が生じると、子ども数は減少す
る。 

② 親が慎重であれば、賃金格差の拡大が
生じると、質と量の相互作用により、
教育水準は上昇し、子どもの数は減少
する。 
 

本研究の理論的貢献は、子どもの数の離散
選択モデルを発展させた点にある。すでに述
べたように、この分野のほとんどの先行研究
においては、モデルの扱いやすさのために子
どもの数を連続変数として扱っているが、連
続変数の場合、実現する結果に不確実性が存
在しなくなってしまう。 
子ども数を離散的な変数として扱ってい

るのは、Sah (1991)や Doepke (2005)など少
数の研究のみであるが、これらの研究は子ど
もの死亡リスク、つまり子どもの“数”に関
する不確実性を扱ったものであり、子どもの
将来に関する不確実性、つまり子どもの“質”
に関する不確実性を扱う本研究とは対照的
なものである。 
本研究は、離散変数の枠組みを使って、子
どもの質に不確実性がある場合の家計の意
思決定を分析したものであり、整数制約のあ
る出生行動に関する一連の研究に対する貢
献は大きいものと考えられる。 
また、不確実性下での出生に関する意思決
定をモデル化することの重要性を考慮すれ
ば、整数制約のある出生行動モデルを発展さ
せることは、出生行動を扱う分野全体におい
ても意味のある研究であると考えられる。 
 
(2) 実証分析 
 
推定の結果、賃金格差の拡大が出生率に与
える影響は必ずしも負ではなく、個人の属す
る労働市場の性質によって効果が異なる可
能性が示された。 
ただし、今回の分析では、親が現に属して
いる労働市場の賃金分布を親の予想する子
どもの質の分布ととらえたため、推定結果の
解釈には注意が必要である。親が属している
労働市場の変化は親自身の所得リスクも変
化させるためである。 
 
(3) 研究課題に関連するその他の研究 
 
いくつかの研究が指摘するように、親の豊
かさと出生数の関係は経済発展とともに変
化してきた。この変化を引き起こすメカニズ
ムを明らかにする研究にも取り組んだ。 
具体的には、発展途上国のデータを用いて、
子どもに対する公共政策の充実が果たした
役割が大きいことを示す研究を行った。 
この研究結果についても、早急に論文にま
とめ、公表を目指したい。 
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